
- 1 -

30分で読める！

公益社団法人 全日本不動産協会
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今月のテーマ(1)：建設・不動産の倒産動向
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【建設・不動産業の倒産動向・件数及び負債金額と倒産理由】

東京商工リサーチによると、2026年上半期（1～6月）の全国の企業倒産（負債総額1,000万円以上）は、件数が

5,346件（前年度比7.1％増）、負債総額は7,340億円（同6.4％増）となりました。件数は5年連続で増加し、2015年

上期以来11年ぶりに5,000件台に乗せました。また、負債総額は、4年ぶりに前年同期を上回りました。負債100億円以

上が3件（前年同期2件）、同10億円以上が114件（同98件）発生し、負債を押し上げました。同10億円以上が上半期に

100件を超えたのは、2020年（105件）以来、6年ぶりのことになりました。ただし、同1億円未満は4,120件（前年同

期比6.8％増、構成比77.0％）で、小・零細規模を中心にした推移に変化はありませんでした（図表1-1参照）。

2026年上半期の産業別倒産件数は、10産業のうち8産業で前年実績を上回りました。最多はサービス業他の1,819件

（前年同期比7.1％増）で、上半期としては4年連続で前年同期を上回り、1997年以降の30年間では最多となりました。

上半期倒産に占める構成比は前年と同水準の34.0％でした。また、職人不足や資材高などが深刻な建設業1,026件（同

5.8％増）が、5年連続で前年同期を上回り、上半期としては2014年（1,035件）以来、12年ぶりに1,000件を超えま

した。このほか、情報通信業254件（前年同期比16.5％増）と農・林・漁・鉱業73件（同21.6％増）が5年連続、小売

業604件（同10.2％増）と不動産業162件（同1.2％増）が4年連続、卸売業595件（同7.4％増）と運輸業222件（同

17.4％増）が2年ぶりに、それぞれ前年同期を上回りました。また、不動産業は倒産件数、負債総額ともに前年同期比横

ばいにとどまりました（図表1-2参照）。

こうしたなかで、2026年上半期の「物価高」倒産は、439件（前年同期比27.6％増）でした。2026年上半期の「物価

高」倒産は、サービス業他117件（前年同期比58.1％増）、建設業92件（同33.3％増）と労働集約型で目立っています。

資材やエネルギー価格の上昇に加えて、人件費や金利なども収益を圧迫しています。円安で物価の高値安定が続くだけに、

価格交渉力で弱い小・零細企業の資金繰りは厳しさを増していると言えそうです。また、1～6月の人手不足に起因する

倒産件数は前年同期比で38%増の237件でした。この背景は、人件費高騰や求人難、従業員退職によるものであり、産

業別ではサービス業（120件）が最も多く、次いで建設業（41件）や運輸業（33件）となりました。サービス業のなか

では飲食業、介護・福祉をはじめとする労働集約的企業の倒産が高水準で推移していることが特徴となっています。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表1-1）倒産件数及び負債総額の推移 （図表1-2）2026年上半期における産業別にみた倒産件数と負債総額の推移

 倒産件数  負債総額    上半期（1～6月）の倒産件数    上半期（1～6月）の負債総額（百万円）

（件） 前年比％ （百万円） 前年比％ 2025年 2026年 前年比％ 2025年 2026年 前年比％

 2015年上半期 4,568 -10.0 990,276 -6.1 

 2016年上半期 4,273 -6.5 793,603 -19.9  農・林・漁・鉱業 60 73 21.7 9,037 20,582 127.8

 2017年上半期 4,267 -0.1 2,210,438 178.5  建設業 969 1,026 5.9 85,796 102,964 20.0

 2018年上半期 4,148 -2.8 746,603 -66.2  製造業 583 580 -0.5 193,353 117,165 -39.4 

 2019年上半期 3,990 -3.8 761,810 2.0  卸売業 554 595 7.4 94,613 78,986 -16.5 

 2020年上半期 4,001 0.3 657,108 -13.7  小売業 548 604 10.2 48,628 62,757 29.1

 2021年上半期 3,044 -23.9 611,659 -6.9  金融・保険業 12 11 -8.3 3,500 8,868 153.4

 2022年上半期 3,060 0.5 1,708,818 179.4  不動産業 160 162 1.3 31,147 31,515 1.2

 2023年上半期 4,042 32.1 934,080 -45.3  運輸業 189 222 17.5 20,870 19,162 -8.2 

 2024年上半期 4,931 22.0 721,042 -22.8  情報通信業 218 254 16.5 11,682 17,530 50.1

 2025年上半期 4,990 1.2 690,206 -4.3  サービス業他 1,697 1,819 7.2 191,580 274,553 43.3

 2026年上半期 5,346 7.1 734,082 6.4  産業別倒産合計 4,990 5,346 7.1 690,206 734,082 6.4

（出所）東京商工リサーチホームページ等より筆者作成。ちなみに、倒産は赤字・債務超過であり、休廃業・解散は黒字・資産超過と定義されている。

⇨倒産は、主に経済的に理由で事業が継続できなくなることを指しており、法的手続きが必要です。一方、廃業は、経営が順調であっても、健康上の理由や後継者がいない

   などの理由で事業を終了することを指しています。廃業は経済的失敗を意味するものではなく、必ずしも法的手続きを伴うものではありません。

（1）2026年上半期のわが国の倒産件数（負債総額1,000万円以上）は5年連続で増加し、2014年上半期（5,073件）以来、12年ぶりに5,000件を超えた。

（2）2026年上半期の負債総額は、4年ぶりに前年同期を上回った。負債100億円以上が3件（前年同期2件）、同10億円以上が114件（同98件）発生した。

（3）物価高や人手不足に加えて、過剰債務の解消も経営リスクになっている。返済原資に見合う利益を確保できない企業は、返済を先送りするケースも少なくない。

（4）中東情勢が不透明な中、物価高によるコストアップが続いており、事業再生の可能性の低い企業の倒産は、秋口以降、増勢ピッチが強まる可能性も出てきた。



今月のテーマ(2)：建設資材調達・価格動向
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【イラン情勢長期化に伴う資材調達の遅れ、想定以上の調達価格上昇】

米国とイランは、6月17日に覚書に署名しており、両国は現在、60日間の交渉で最終合意を目指す過程にあります。こ

うしたなかで、６月28日、米国とイランは攻撃停止で合意し、最終合意に向けて協議を続けていくとしたものの、7月6

日から再び攻撃の応酬が始まり、イラン側は12日にホルムズ海峡の再封鎖を宣言しました。トランプ大統領は、7月13日

に、イランに対する海上封鎖を再開し、ホルムズ海峡を通航する船舶に20%の通航料を受け取ると主張しました。米国

とイランの情勢について、今後の展望は依然見通しにくい状況にありますが、少なくとも向こう2～3カ月といった短期

間のうちに、原油供給量が安定し、原油価格が下落するといった可能性は小さいのではないかと思われます。

こうした中東情勢の緊迫化は、あらゆる業界に影響を及ぼしていますが、なかでも建設・住宅・内装工事業界には深刻

な打撃を与えているようです。中東情勢悪化による影響を整理すると、①原油価格上昇に伴う物流コストの上昇、②ナフ

サ不足に伴うナフサ由来の製品供給の遅れ、③塗料・接着剤の入手難、④一部工程の遅れ・停止に伴う納期遅延、といっ

た問題が考えられます。4月初めの住宅設備機器会社による「新規受注停止」発表は建設・住宅業界に大きなショックを

及ぼしました。その後、住宅設備企業の受注は通常水準に復帰しましたが、夏場以降、あらゆる商品に関する値上げを発

表しました。値上げ率は概ね15～20％程度ですが、わが国のインフレ環境を考えると、来年以降も更なる値上げを想定

しておく必要があるかもしれません（図表2参照）。

こうした環境下で、想定以上の資材価格の上昇、資材調達の遅れに伴う工期遅延といった問題が発生しています。通常

であれば、見積価格で資材を調達し、予定通りの工期に引き渡すというが一般的なのですが、イラン情勢による困難に

よってこうした状況が不透明な情勢となっているのです。工事業者は、資金繰りが許す範囲で事前発注・事前契約といっ

た対応が求められています。また、工期については当初の想定とは大きくズレることも考えておかなければなりません。

マンションやオフィスの引き渡し日、リフォーム工事の日程なども後倒しになる可能性が大きいと見ておいた方が良いで

しょう。ちなみに、一度、値上げされた商品が元の値段に戻る可能性は小さいため、マンションの長期修繕計画やオフィ

ス現状復旧工事に関わる予算は根本から見直す必要があるかもしれません。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表2）イラン情勢が原因で事業の継続が難しくなった建設・内装業界の現況

 項目  現況及び今後の見通し

 住宅・建設資材調達への影響  ✔ 内装や仕上げ工事の根幹を支える資材の多くが石油（ナフサ）製品です。ホルムズ海峡の緊張による原油価格高

 　騰と物流の目詰まりによって、納期未定などによって資材調達に支障をきたすケースが増えている。

 ✔ クロス（壁紙）を貼るための「接着剤（ボンド系」、隙間を埋める「シーリング材」、床や壁の「防水材・断熱

 　材」、木部や鉄部を塗る「塗料・シンナー類」の入荷が著しく遅延または受注停止に追い込まれている。

 ✔ 「ユニットバス」や「システムキッチン」も、壁パネルの接着剤、コーティング剤、樹脂部材に石油化学製品が

 　多用されており、大手住宅設備メーカーが受注制限や工期未定、夏場以降の値上げを相次いで発表している。

 何故、事業継続が難しくなる  ✔ 工事遅延による影響…内装業者や専門工事業者は、現場が完成して「引き渡し」が終わらないと、最終的な代金

 事態に陥るのか     が支払われない。その間も職人の人件費、会社の固定費、車両維持費等が発生し、資金繰りが厳しくなる。

 ✔ 見積もり段階と着工時との価格差…資材価格が急激に上昇する場合、見積もり段階と着工時とでは調達価格に大

 　 きな乖離が生じる可能性がある。価格上昇分を工事業者が負担することによって採算割れが生じることになる。

 ✔ 民間工事における「理解の壁」…公共工事であれば、物価変動に応じて契約額を増額する「スライド条項」が適

    されるが、店舗の内装や個人宅のリフォームでは、契約額の増額は難しく、現場でトラブルに発展する場合も。

 内装業者や専門工事業者に  ✔ 見積もりの有効期限を、現状を考慮して設定する。

 おける現場での対応策  ✔「同等程度の代替品を使用できる」などの文言を、見積書又は契約書に記載する。

 ✔ 見積書に「着工時期は資材確保後に協議して決定する」などの文言を記載するなど工夫する。

（出所）日本建設業連合会及び国土交通省ホームページ等より作成。



今月のテーマ(3)：住宅ローン金利の動向
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【消費者に強まる逆風～マンション価格の高騰と住宅ローン金利の上昇】

首都圏のマンション価格は、さらなる上昇局面を迎えています。都区部（東京23区）における平均価格は2024年以降

に1億円を突破し、その後も上げ足を緩めていません（図表3-2参照）。もはや千代田区・中央区・港区・文京区といっ

た都心一等地に限らず、80㎡台のファミリータイプであっても、新築マンションが1億円を超える事例は決して珍しいも

のではなくなりました。都区部を離れても7,000～8,000万円台が常態化しており、実需目的の消費者にとって新築マン

ションの取得は、いまや手の届かない夢と化してしまったのかもしれません。一戸当たり1億円を超える水準ともなれば、

実需層には到底手の届かない価格帯であり、その担い手は「パワーカップル（高所得共働き世帯）」「富裕層」「外国人

投資家」へと移りつつあります。人件費や建設資材コストの高止まりを踏まえれば、マンション価格を大きく押し下げる

材料は乏しく、当面は高水準が続くとの見方が支配的となっているようです。

こうした環境のもとで、住宅ローン金利もまた上昇の歩みを止めていません。住宅支援機構のフラット35固定金利の

推移をたどると、2025年までは落ち着いた動きが続いていましたが、2026年に入って一気に水準を切り上げています。

フラット35の特徴としては、①最長35年の返済期間を通じて完済まで金利が変わらず、返済計画を描きやすいこと、②

審査基準が比較的緩やかで、一般的な住宅ローンよりも借り入れやすい可能性があること、③物件に対する要件は厳しい

ものの、収入や健康状態の審査は柔軟であること、などが挙げられます。フラット35には最低金利と最高金利が設けら

れていますが、通常の住宅ローンであれば最低金利が適用されるケースが大半です。実際、今年1月に2.08%であった金

利水準は、7月には3.14％へと1ポイント強も切り上がっています（図表3-1参照）。

参考までに、5,000万円の新築分譲マンションを頭金500万円、住宅ローン4,500万円、35年固定金利で借り入れた

場合の毎月の支払額シミュレーションは次のとおりとなります。

◇金利水準2％固定のケースでは、月々の支払額は14.9万円（元本10.7万円、金利4.2万円）、ボーナス払いはゼロ

◇金利水準3％固定のケースでは、月々の支払額は17.3万円（元本10.7万円、金利6.6万円）、ボーナス払いはゼロ

元本の返済額自体は変わらないものの、金利分の負担が毎月2.4万円も膨らむ計算です。この対処方法としては、マン

ション購入予算を落とすか、頭金を多く用意するか、購入タイミングを見直すか、といったことが考えられます。

公益社団法人 全日本不動産協会
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　（出所）住宅金融支援機構、不動産経済研究所、東日本不動産流通機構資料などを基に作成。（注記）マンション価格の2026年は5月までの数値。
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【東京都の地域別不動産市場の動向その5・江戸川区エリアの分析】

東京都の地域別不動産市場動向の第5回目は江戸川区についてです。江戸川区は東京都の東端に位置し、南北約

13km、東西約8kmの細長い形状をしています。荒川、中川、新中川など多くの河川と東京湾に面しており、水辺の

景観が豊かなことが特徴となっています。区内には約500の公園が点在し、総面積は約776万平方メートルで、23区

内で最大の公園面積を誇っています。また、土地は平坦で高低差が少なく、自転車専用ゾーンや広い道路が整備され

ており、自転車での移動も安心です。区内の産業は飲食・小売業を除くと製造業や運輸・建設業の比率が高く、製造

業では金属製品、一般機械器具、衣服・繊維製品が主体となっています。一方、2026年度調査では外国人割合9.81%

と23区内で4番目に高い水準となっており、近年はインド系居住者の増加が特徴となっています。

江戸川区は、住民の高い満足度を誇る地域です。区が令和7年に実施した第38回江戸川区民世論調査によれば、

「ずっと住み続けたい」または「当分の間は住み続けたい」と回答した方が85.2％を占めています。これは、江戸川

区が住みやすい環境を提供している証と言えるでしょう。医療機関や教育施設の充実度も、江戸川区の魅力の一つで

す。区内には多くの病院やクリニックが点在し、住民の健康を支えています。また、保育園や幼稚園、小中学校、高

等学校などの教育施設も整備されており、子育て世帯にとって安心できる環境が整っています。さらに、子育て支援

策として、親子のつどいの場や子育てひろばなど、多様なサービスが提供されています。

江戸川区は自然に囲まれつつも都心へのアクセスが良く、子育て世代に人気のベッドタウンです。広い道路や駐輪

場の整備により自転車移動も便利で、生活利便性が高い街として評価されています。特に、篠崎駅や瑞江駅周辺のエ

リアでは、交通利便性が高いことから不動産需要が安定しています。中古マンションであれば、築40～50年の築古物

件であれば、2LDKで3,000万円台というケースもあるようです。また、賃貸相場は1K・1DKで約11.0万円、1LDK・

2DKで約17.0万円が目安となっています。2026年後半の市場を予測すると、金利の変動や住宅ローン控除の動向が、

売却価格に少なからず影響を与えると思われます。江戸川区は再開発が進むエリアと成熟した住宅地が混在しており、

物件ごとの価値を見極める目がこれまで以上に求められるでしょう。

公益社団法人  全日本不動産協会
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（図表4-1）江戸川区に関わる基礎データ、基礎知識とは…

 項目  江戸川区の基礎データ  江戸川区以外の情報／他の特別区トップの状況など

 面積（26年1月1日現在）  49.90Ｋ㎡で特別区では第4位（3位は足立区の53.25K㎡）  特別区トップは大田区61.85Ｋ㎡、次いで世田谷区58.05Ｋ㎡

 ✔ 江戸川区は東京湾、荒川、江戸川、新中川、新川などに囲まれた水辺の街で、陸域の約7割が海抜ゼロメートル地帯です。

 ✔ 駅前のスーパーマーケットやドラッグストア、コンビニ、商業施設が充実しており、買い物環境・生活利便性に優れています。

 ✔ 葛西臨海水族園、大観覧車、江戸川区花火大会など、家族で楽しめるレジャー施設やイベントが充実しています。

 人口（26年1月1日現在）  697,414人で特別区で第5位（4位は足立区の703,369人）  特別区トップは世田谷区の92.9万人、次いで練馬区75.1万人

 65歳以上の人口割合  21.08%（147,044人）、特別区の中では荒川区に次ぐ8位  特別区平均は20.9%（205万人）、最上位は葛飾区の24.0％

 外国人の人口割合  7.57%（52,771人）、特別区のなかでは江東区に次ぐ9位  特別区平均は6.70%、トップは新宿区14.46%（51,357人）

 地価上昇率  2026年地価公示では住宅地＋5.7%、商業地＋8.7％  特別区トップは住宅地、商業地ともに台東区

 江戸川区不動産市場の特徴  江戸川区の人口は引き続き増加傾向にあり、2026年初には70万人水準にまで拡大しました。「都心へのアクセスの利便性」「相

 対的な割安感」「底堅いファミリー・単身需要」を背景に、地価・物件価格ともに上昇基調が続いています。

 江戸川区不動産市場の現状  新築マンション価格は3LDKで約6,700万円が相場となっていますが、物件によっては1億円超というケースもあります。また、

 中古マンション価格は築40～50年の築古物件であれば、2LDKで3,000万円台というケースも見られています。江戸川区は、単

 身者及び若年カップル世帯も多く、賃貸相場は1K・1DKで約11.0万円、1LDK・2DKで約17.0万円が目安です。

 主要鉄道アクセスの状況  江戸川区は、都心や千葉方面へのアクセスが良く、鉄道網が発達しています。2024年には「渋滞が少ない区」として23区で1位

 に選ばれるなど、車での移動もしやすい環境です。一方、南北移動に関しては、バス路線が重要な役割を果たしています。

（出所）東京都及び江戸川区ホームページ等より作成。（注記）特別区とは東京都23区のこと。65歳以上、外国人の人口及び人口割合は2026年1月現在の数値。
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（図表4-2）東京都江戸川区の位置とて鉄道マップ

（出所）江戸川区ホームページ、江戸川区観光交流協会資料を基に筆者作成。
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定点観測 ⇒ 建設工事受注高は3カ月連続でマイナス！

A) 建設受注は民間部門の減少により3カ月連続でマイナス（図表5コメント）

B) 住宅着工は全国的な需要回復で2カ月連続プラス（図表5コメント）

C) 小売業は全般堅調で百貨店売上は5カ月連続でプラス（図表6コメント）

D) 東京都は人口流入者の増加により、5カ月連続転入超過（図表7コメント）

E) 2026年5月の訪日外国人旅行者は356万人と5月単月の最高を更新。中国

人観光客減少を台湾、インド、マレーシア等でカバー（図表10コメント）

公益社団法人 全日本不動産協会
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 生産活動（建設受注、住宅着工）では、建設受注は3カ月連続減少、住宅着工は回復基調を見せているが

➢ 5月の建設工事受注高は民間部門の大幅減少の影響で3カ月連続マイナスとなった

➢ 持ち家着工は31.8%増と2カ月連続増加。三大都市圏をはじめ全国的に回復傾向を示した

➢ 貸家も2カ月連続で増加となり、地域別には強弱感があるものの、近畿圏と地方圏が牽引した

 小売業界では百貨店、スーパーはじめ売上高は伸びているが、業態によって斑模様の動きもみられる

➢ 百貨店売上高は5カ月連続でプラス。特に、都心店での国内顧客向け売上高が伸びている模様？

➢ 家電量販店の売上高は、エアコンなど商品価格値上げが寄与して２か月連続で2桁増を記録    

➢ 2026年5月の訪日外国人旅行者は356万人（前年比3.6％減）と5月単月として過去最高を記録

（中国、香港の2ケタ減を台湾はじめインド、マレーシアからの大幅増でカバーしている構図）

        

 雇用環境は長期安定傾向が続いているが、パート・アルバイトの賃金がマイナスに転じている

➢ パート・アルバイト時給は長期上昇傾向にあったが、5月はほぼ4年振りに前年比マイナスに

➢ 求人数が減少傾向にあるのは、ハローワークを経由しない求人・求職の割合が増えているため

➢ 5月の消費者物価は5カ月連続で2％割れとなったが、企業物価指数は6％台の高い伸び率を記録
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 Ⅰ-2.経済活動における建設・住宅産業の動向
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（図表5）経済活動における建設・住宅産業の動向 ～ 建設業の受注及び着工の状況、住宅着工戸数・マンション供給戸数 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月 26年5月

 １．建設受注動向及び建設物価指数の状況（前年比、％）

 大手50社建設工事受注高 5.7 42.7 -14.4 -32.3 -6.7  減少傾向が続いているのは、民間部門で着工先送り案件が広がった影響によるもの！

 （建築工事受注高） 11.5 52.8 -25.8 -38.4 2.2  5月の受注は製造業が前年比0.3%増、非製造業が7.5％減と製造業が牽引役に！

 （土木工事受注高） -6.5 23.5 8.8 -0.5 -21.6  5月は公共事業は好調だったが、民間（鉄道・電力）部門減少が響いた影響による

 建設物価指数・オフィス 3.4 3.6 3.3 3.9 3.7  5月のオフィス・工事原価は8カ月連続3％台を記録。前月比0.2％増と底打ち感も！

 建設物価指数・工場 3.4 3.6 3.4 4.1 3.9  5月の工場・工事原価の上昇率は7カ月連続に3％超。前月比0.3％増と底入れ感

 建設物価指数・マンション 5.9 5.8 5.5 5.8 5.1  5月のマンション・工事原価の上昇率は8カ月連続5％台。前月比は0.3％増と底入れ

 建設物価指数・住宅 6.1 6.1 5.9 5.9 5.6  5月の住宅・工事原価上昇率は6カ月連続で6％超。前月比は0.1％増と横ばい圏

 ２．用途別住宅着工戸数・中古及び新築マンション供給戸数の状況（前年比、％）

 持ち家着工戸数 6.6 -4.7 -27.4 19.5 31.8  5月は三大都市圏はじめ全国的に回復傾向を強め、2カ月連続で大幅プラスを記録

 貸家着工戸数 -1.5 -2.7 -35.2 17.5 33.3  5月は2カ月連続増加。首都圏26.3％増、近畿圏70.5％増、地方圏44.1％増

 マンション着工戸数 -18.6 -23.5 -30.9 -18.4 37.6  5月は5カ月ぶりにプラス。三大都市圏の49.2%増に対して地方圏は12.0％減に！

 中古マンション成約戸数 3.1 2.1 0.2 -1.2 -3.4  5月は3,709件と2カ月連続マイナス。坪単価は前年比3.9%減と73カ月ぶりに下落

 新築マンション供給戸数 1.3 36.8 -35.5 15.6 12.3  5月は1,447戸と2カ月連続プラス。初月契約率は64.9%と低調、在庫は減少継続

 同㎡当たり単価・万円／㎡ 124.9 162.5 159.7 130.6 156.3  首都圏の単価は前年比11.4%増。億ション割合は36.8%（前月22.7%)と上昇へ

 首都圏の平均価格・万円 8,383 11,025 10,413 8,736 10,660  23区の平均価格は1億6,286万円と15.9%増。億ション割合は80.0％と最高水準

 近畿圏マンション供給戸数 39.7 -42.1 24.3 -12.6 44.2  5月は2カ月ぶりにプラスに。契約率は69.0％と低調、㎡単価は2カ月連続でダウン！

（出所）国土交通省、一般財団法人建設物価調査会、不動産経済研究所データ等より作成。2026年7月21日までに発表のもの。中古及び新築マンションデータは首都圏対象。

（注記）建設物価指数については、過去に発表された数値（概ね3カ月前まで遡及）については前回公表値を修正することがある点に注意されたい。

直近５カ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

180
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 Ⅰ-3.主な経済統計の推移～消費活動、所得・雇用環境

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表6）主な経済統計の推移 ～消費活動、所得・雇用環境 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月 26年5月

 １．消費活動（既存店ベース、前年比、％）

　  百貨店売上高 2.4 2.0 3.5 5.6 8.8  5カ月連続でプラス。飲食料品3.2％増、衣料品10.0％増、身の回り品16.3％増

 スーパー売上高 2.7 1.1 0.2 0.7 3.6  19カ月連続でプラス。主力の飲食料品2.4%増、衣料品0.6％減と明暗が分かれた

 コンビニ売上高 1.8 2.2 2.3 0.8 1.3  17カ月連続増。日配食品3.2％増、加工食品2.7％増、サービス売上高24.4％減

 家電量販店売上高 9.6 2.9 4.4 12.1 27.5  10カ月連続増加。生活家電41.0％増、情報家電20.5％増、通信家電16.9％増

 ドラッグストア売上高 4.3 5.6 5.8 6.6 7.3  61カ月連続でプラス。日用品11.5％増、化粧品10.7％増、トイレタリー8.8％増！

 ホームセンター売上高 1.6 -1.2 3.4 4.6 9.0  3カ月連続プラス。電気32.0％増、オフィス14.5％増、カー用品14.1％増と牽引役

 通信販売売上高 1.1 -1.4 5.3 2.1 1.2  5月は3カ月連続プラス。物価高を背景とした販売単価上昇が売上増に寄与している

 ２．雇用・所得環境（有効求人倍率と完全失業率は水準、そのほかは前年比、％。パート・アルバイト、派遣社員の時給は三大都市圏・全職種平均）

 有効求人倍率・倍 1.18 1.19 1.18 1.18 1.17  求人数は8.9%減と13カ月連続減。建設、小売・卸売、宿泊・飲食は前年比2桁減

 完全失業率・％ 2.7 2.6 2.7 2.5 2.5  就業者数は4カ月連続増加。前年比57万人増、宿泊業・飲食、医療・福祉が増加

 失業者数・万人 179 180 194 193 185  前年比で2万人増加。新たに求職（職を探している人）している人が増加傾向にある

 勤労者世帯主収入・実質 1.3 1.6 4.7 2.3 0.7  世帯主収入は5カ月ぶりに減少。配偶者収入は4カ月連続増加。名目値は2.4％増

 バイト・パート時給全国 3.1 2.5 2.3 0.4 -0.4  5月は前年比で45カ月ぶりに低下。営業、配送・引越・ドライバーの低下が大きく影響

 同時給・三大都市圏 2.2 1.8 1.8 0.2 -0.3  5月は1,334円と44カ月ぶりに低下。但し、エンジニア・サポート・保守は上昇傾向！

 家計消費支出・実質 -1.0 -1.8 -2.9 -0.5 -0.4  5月は6カ月連続減少。名目値は1.3％増、交通通信、光熱水道、娯楽費が減少

（出所）経済産業省、（公社）日本通信販売協会、厚生労働省、総務省、マイナビデータ等により作成。2026年7月21日までに発表のもの。

（注記1）通信販売売上高統計には、ジャパネット、アマゾンなどの大手企業の取扱高は含まれていないことに留意されたい。

（注記2）有効求人倍率、求人数はハローワークのデータに基づいて算出されたものであり、労働市場全体に対する捕捉率は50％弱とみられている。

直近5カ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-4.主な経済統計の推移～生産活動、物価動向、金融市場等

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表7）主な経済統計の推移 ～ 生産活動、物価動向、東京都の人口移動、金融市場等の動き ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月 26年5月

 １．生産活動、物価動向の状況（前年比、％。但し、鉱工業生産指数、機械受注は前月比）

 鉱工業生産指数（季調値） 2.2 -2.1 -0.5 0.8 0.5  5月は2カ月連続上昇。輸送機械（除自動車）、無機・有機化学、石油などが上昇

 機械受注（民需合計） -5.5 -1.8 -5.3 5.8 37.4  5月は2カ月連続でプラス。電力受注が前年同月比4.4倍と急増したことが寄与した！

 機械受注（除く船舶・電力） -5.5 13.6 -9.4 8.7 -12.4  5月は2カ月ぶりにマイナス。製造業14.9％減、非製造業9.3％減と何れもマイナス！

 国内新車販売台数 -4.2 -7.3 -7.3 17.6 5.6  2カ月連続増加。ホンダ11.8％増、トヨタ9.4％増、スズキ4.2％減、日産13.8％減

 貿易統計・輸出額（金額） 16.8 4.2 11.7 14.8 17.0  5月は9カ月連続増加。米国12.5%増、西欧16.8％増、中国17.9％増と好調！

 貿易統計・輸入額（金額） -2.4 10.2 10.9 9.7 12.5  4カ月連続増加。米国26.0％増、中東42.7％減、西欧6.1％増、中国13.7％増

 消費者物価指数（20年基準） 1.5 1.3 1.5 1.4 1.5  5月は5カ月連続で2％割れ。光熱水道費、教育費などは前年比低下が継続している

 国内企業物価指数（同上） 2.4 2.1 2.8 5.3 6.3  5月は38カ月ぶりに6％超に。円安進行の影響もあり、円ベースでは前年比25.5%増

 ２．東京都の人口移動及び金融市場の動き（前年比、％。人）

 東京都への人口流入者 1.0 1.3 -0.9 -1.9 -5.9  直近は3カ月連続マイナス。24年5月比11.6%減、23年5月比11.0％減と2桁減

 東京都からの人口流出者 0.3 1.5 4.2 1.0 -3.4  直近は6カ月ぶりマイナス。24年5月比5.9%減、23年5月比10.4％減と減速傾向

 東京都の人口流入超過人数 2,427 3,111 36,321 6,629 2,717  5月は5カ月連続転入超。前年同月の3,665人の転入超過に対して948人の減少に

 円／ドルレート（月末値） 154.77 156.06 158.72 156.58 159.27  日米金利格差及び当局の金融政策への思惑などから円安リスクは払拭されていない！

 金価格（ドル/オンス） 4,728.2 5,247.9 4,662.7 4,629.6 4,593.0  2月には初の5,000ドル台乗せを達成したが、3月以降はイランショックにより調整局面

 日経平均株価（月末値） 53,323 58,850 51,064 59,285 66,330  4月以降は国内外からの資金流入、企業業績の好調さを背景に最高値更新が継続

（出所）経済産業省、日本自動車工業会、財務省、総務省、日本銀行、法務省、取引所データ等より作成。2026年7月21日までに発表のもの。

※2026年5月の東京都への転入者数は30,529人（前年同月比1,915人減）、転出者数は27,812人（同967人増）であり、人口流入超過人数は2,717人となった。

※2026年6月1日現在の東京都人口は1,429万9,726人（前月比1,542人減、前年比67,706人増）となり、コロナ禍の2020年5月の1,407万4,043人に比べて225,683人増。

直近５カ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-5.経済活動における消費の状況①～小売業の企業別月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表8）経済活動における消費の状況① ～ 小売業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 26年2月 26年3月 26年4月 26年5月 26年6月

 １．小売業の企業別売上高状況①：百貨店、総合スーパー（既存店ベース、単位：％）

 三越伊勢丹HD 9.5 7.6 5.9 8.6 8.5  10カ月連続増。伊勢丹新宿12.8％増、三越日本橋7.4%増、三越銀座6.1%増

 松屋（銀座本店） 2.7 -4.3 7.0 18.2 0.0  免税売上はブランド品を中心に27％増となったが、国内顧客は台風の影響で1割減

 大丸・松坂屋 0.1 4.7 5.3 3.8 3.7  6カ月連続増加。大丸京都10.7％増、大丸心斎橋9.8％増、大丸神戸9.4%増

 高島屋 0.7 8.5 8.1 11.0 5.6  11カ月連続で増加。京都11.4％増、日本橋10.6％増、大阪7.6％増が牽引役！

 ライフコーポレーション 2.4 1.3 2.8 4.9 -0.4  客数1.2%減、客単価0.8％増。客数は6カ月ぶり減少、客単価は40カ月連続増

 トライアル（一部含西友） 2.1 0.3 2.8 7.2 1.6  客数0.7%減、客単価2.3％増。客数は2カ月ぶりに減少、客単価は21カ月連続増

 セリア（100円ショップ） 7.7 9.4 11.1 14.4 9.2  客数5.7%増、客単価3.3％増。客数は33カ月連続増、客単価は9カ月連続増加

 ヤオコー（食品スーパー） 3.3 2.1 3.3 5.5 1.8  客数1.6％減、客単価3.4％増。客数は4カ月ぶりに減少、客単価は46カ月連続増

 ２．小売業の企業別売上高状況②：コンビニ、衣類専門店（既存店ベース、単位：％）

 セブンイレブン 2.5 3.7 -0.4 2.7 0.0  客数3.5%減、客単価3.6％増。客数は2カ月ぶり減少、客単価は16カ月連続増

 ファミリーマート 1.6 0.6 1.0 1.2 -3.2  客数3.7％減、客単価0.5％増。客数は11カ月連続減、客単価は61か月連続増

 ローソン 1.9 3.3 1.6 3.5 0.2  客数2.4％減、客単価2.6％増。客数は4カ月ぶり減少、客単価は25カ月連続増

 ユニクロ（国内事業） 4.6 9.5 10.2 10.1 -14.1  客数15.0%減、客単価1.1％増。客数は4カ月ぶり減少、客単価は10カ月連続増

 ワークマン（カジュアル） 23.2 22.7 26.4 26.9 -8.8  客数10.3％減、客単価1.4％増。低温基調、天候不順により客数は6カ月ぶり減少

 アオキ（紳士服） -2.4 -3.1 -0.1 3.6 -15.4  客数17.5%減、客単価2.7％増。客数は7カ月連続減、客単価は44カ月連続増

 青山商事（紳士服） -3.7 -5.0 2.2 4.9 -13.5  客数14.3%減、客単価0.9％増。客数は6カ月ぶりに減少、客単価は3カ月連続増

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2026年7月21日までに発表のもの。（注記）ユニクロ売上高は国内の既存店及びEコマース売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

 直近5カ月における月次動向
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 Ⅰ-6.経済活動における消費の状況②～小売・外食産業等の月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表9）経済活動における消費の状況② ～ 小売業、外食産業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 26年2月 26年3月 26年4月 26年5月 26年6月

 １．小売業の企業別売上高状況③：ドラッグストア（既存店ベース、単位：％）

 サンドラッグ -0.5 1.6 2.9 4.6 -4.4  4カ月ぶりにマイナス。ドラッグストア5.2%減、ディスカウント3.4%減と何れもマイナスに

 スギホールディングス 5.4 5.7 5.3 6.4 2.0  客数3.7%減、客単価6.0％増。客数は2カ月ぶりに減少、客単価は48カ月連続増

 クスリのアオキ -0.2 1.5 0.2 3.0 -2.5  客数3.7％減、客単価1.3％増。客数は7カ月連続で減少、客単価は49カ月連続増

 ２．外食産業の企業別売上高状況：ファミレス、ファーストフード、牛丼チェーン、テイクアウト弁当等（既存店ベース、単位：％）

 すかいらーくグループ 5.7 2.3 7.3 11.4 1.7  客数1.4％減、客単価3.2％増。客数は3カ月ぶりに減少、客単価は53カ月連続増

 サイゼリヤ 18.2 15.5 14.3 18.5 9.7  客数17.3％増、客単価1.1％増。売上高及び客数は42カ月ぶりに1桁増にとどまった

 ロイヤルホスト 4.3 4.4 6.1 12.2 -0.2  客数7.3%減、客単価7.7％増。客数は2カ月ぶりに減少、客単価は40カ月連続増

 マクドナルド 8.0 2.4 5.0 5.7 2.7  客数1.5%減、客単価4.2％増。客数は3カ月振りに減少、客単価は18カ月連続増

 モスバーガー 5.2 2.5 2.6 7.1 1.4  客数0.3%増、客単価1.1％増。客数は23カ月連続増、客単価は2カ月連続増加

 日高屋（町中華） 1.7 4.2 4.8 6.6 3.4  客数1.5%増、客単価1.9％増。客数は4カ月連続増加、客単価は24カ月連続増

 餃子の王将（町中華） -0.5 -2.1 -5.6 -3.1 -6.3  客数5.2%減、客単価1.2％減。客数は3カ月連続減少、客単価は4カ月連続減少

 すき家 7.0 5.6 17.8 15.9 12.5  客数12.8%増、客単価0.3％減。客数は5カ月連続増加、客単価は3カ月連続減

 吉野家 6.7 12.9 10.4 9.7 0.4  客数1.7%減、客単価2.1％増。客数は8カ月ぶりに減少、客単価は56カ月連続増

 松屋フーズ（牛丼） 4.2 9.2 8.0 5.3 -4.9  客数4.5%減、客単価0.4％減。客数は4カ月ぶり減少、客単価は52カ月ぶり減少

 焼肉キング 1.6 3.8 10.5 16.9 -0.7  客数4.3%減と3カ月ぶりにマイナスを記録、売上高は8カ月ぶりにマイナスと減速感

 トリドール（丸亀製麺） 2.2 6.9 2.6 4.2 -7.0  客数9.9%減、客単価3.3％増。客数は5カ月振りに減少、客単価は3カ月連続増

 スシロー 12.4 5.4 6.1 10.5 0.4  客数4.5%減、客単価5.2％増。客数は9カ月ぶりに減少、客単価は21カ月連続増

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2026年7月21日までに発表のもの。（注記）すかいらーくは、ガスト、バーミアンなどグループ全体の売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

直近5カ月における月次動向
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 Ⅰ-7.経済活動における人出の状況～交通機関の利用状況、ホテル稼働率等

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表10）経済活動における人出の状況 ～ 交通機関の利用状況、ホテル稼働率等 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月 26年5月

 １．交通機関の利用状況（前年比、％）

 新幹線輸送量（JR東海） 6.0 4.0 6.0 3.0 5.0  のぞみ5％増、ひかり2％増と順調。6月速報は天候不順によりのぞみ5％減と低調！

 JR東日本・定期外収入 6.5 5.5 9.4 9.0 9.4  主要新幹線の輸送量は東北4％増、上越6％増、北陸8％増と好調に推移している

 東急電鉄・定期外収入 3.8 1.0 2.5 2.9 4.0  定期収入は2.0%増。輸送人員は定期2.2%増、定期外4.1％増と順調に増加！

 京浜急行・定期外収入 4.4 1.9 2.3 2.5 5.3  定期収入は1.9%増。輸送人員は定期1.7%増、定期外5.3％増と想定線で推移

 京成電鉄・定期外収入 3.6 4.0 4.6 5.9 8.7  定期収入は2.3%増。成田有料特急は運輸収入20.2%増、輸送人員24.3％増

 国内線旅客数・ANA 3.1 2.2 4.6 6.2 7.2  旅客数380万人、利用率は77.4％と前年比4.6ポイント上昇。旅キロは+8.1％増

 国際線旅客数・ANA 7.8 9.6 18.2 14.2 15.4  座席利用率は84.9％と前年比5.5ポイント上昇。貨物重量は2カ月連続で増加した

 ２．国内海外旅行、宿泊施設の稼働率、訪日外国人旅行者数（単位：％、但し、延べ宿泊者数は前年同月比。ホテル及び旅館稼働率は水準。除く民泊、民宿、カプセルホテル）

 延べ宿泊者数・日本人 -2.3 -1.6 -1.5 -5.5 -1.4  4月は3,374万人泊、5月は3,957万人泊。5月は19カ月連続でマイナスを更新中！

 延べ宿泊者数・外国人 -15.8 1.8 -3.9 -10.8 -13.4  4月は1,536万人泊、5月は1,382万人泊。中東情勢による航空運賃高騰の影響か

 延べ宿泊者数・全体 -6.5 -0.7 -2.2 -7.2 -4.8  4月は4,911万人泊、5月5339万人泊。日本人の宿泊数低迷で11カ月連続減少

※  リゾートホテル稼働率 51.1 58.4 58.8 53.7 59.3  トップは千葉県75.8%。次いで神奈川県、沖縄県、山口県、山梨県、東京都と分散

※  ビジネスホテル稼働率 65.5 74.0 73.1 74.1 74.1  トップは東京都85.8%、次いで神奈川県、富山県、大阪府、千葉県、広島県の順！

※  シティホテル稼働率 62.8 69.9 72.1 71.7 72.6  トップは京都府83.6%。次いで滋賀県、千葉県、奈良県、東京都、神奈川県の順！

※  旅館稼働率 33.7 40.1 39.7 37.7 41.7  トップは香川県62.6%。次いで神奈川県、愛媛県、岐阜県、京都府、山口県の順！

 訪日外国人旅行者数 -4.9 6.4 3.5 -5.5 -3.6  5月は356万人と5月単月での最高。中東地域、インド、マレーシアからの急増が寄与

（出所）各社ホームページ、観光庁データ等より作成。※印は水準（利用部屋数/利用可能部屋数）を表す。2026年7月21日までに発表のもの。

（注記）延べ宿泊者数とは、特定の期間内に宿泊姿勢に宿泊した人数の合計を指しています。例えば10人が5泊宿泊した場合の延べ宿泊者数は50人泊となります。

直近５カ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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【なぜ、食品消費税が下がっても物価は下がらないのか？】

食品消費税を減税するという議論が始まっています。高市早苗首相は2026年2月の衆院選で食品消費税率2年間ゼロを

公約し、自民党が大勝しました。しかし、完全ゼロはレジ・システム改修に時間を要するため、現実的対応として2027

年4月から1%への引き下げが有力とされています。政府はこの夏にも首相判断を行い、秋の臨時国会での法案提出を目

指すとしています。それでは、食品消費税が下がるとどのような状況が想定されるのでしょうか。

第一に、便乗値上げのリスクが挙げられます。消費税変更時、事業者に「値下げ義務」はありません。物価高・人件

費高が続く今、減税分を価格に反映せず据え置き・値上げする可能性が高いと見られています。特に、昨今のように仕

入れ価格や人件費が上昇している環境下では実質的な家計への恩恵は限定的になる恐れがあると思われます。食品消費

税が8％から1％に下がったとしても、そもそも食品価格が上がっているので値下がりの実感は感じられないのではない

でしょうか。第二に、飲食業界への打撃が挙げられます。テイクアウト（弁当・総菜）の消費税率は1%、店内飲食（外

食）の消費税率は10%据え置きということになれば、飲食需要が内食・持ち帰りにシフトすることになります。この結

果、外食離れが進み、中小店舗の閉店リスクが増大することになりそうです。また、持ち帰り食品（中食）も1%税率が

適用されるので、スーパー・中食にとっては追い風、外食産業にとっては逆風ということになりそうです。

食品消費税を1％に減税した場合、国全体では約4.4兆円の収入減につながると試算されています。このうち、地方消

費税及び地方交付税を含めた地方自治体の収入減は1.6兆円程度となる見通しです。消費税収は医療や介護といった社会

保障施策にあてることが法律で決まっています。食品消費税減税による歳入の減少は国債発行で穴埋めすれば良いとい

う考え方があります。しかし、この場合、わが国の財政に対する信認が一段と悪化し、国債の金利が上昇するリスクが

高まることになります。また、財政悪化を嫌気して一段と円安が進む可能性も高まるかもしれません。物価及び財政が

安定している局面における消費税減税は一定の効果があるかもしれませんが、インフレ局面での消費税減税の効果は一

時的に留まる可能性が高いと見られています。

公益社団法人 全日本不動産協会
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景気ウォッチャー調査 ⇒ 6月調査は全体では前月比2カ月連続上昇した

A) 家計動向は前月比0.3pt低下、43.5ptとなった（図表11コメント）

B) 小売関連、飲食関連は前月比低下するなど不安定（図表11コメント）

C) 企業動向は製造業、非製造業ともに上昇基調継続（図表11コメント）

D) 雇用動向は前月比2.4pt上昇したが依然として低水準（図表11コメント）

E) 景気マインドは、円安進行、秋口からの値上げ計画などに伴うインフレリ

スク増大によって、個人消費停滞に対する懸念が台頭している

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅱ-1.景気ウォッチャー動向調査

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表11）景気ウォッチャー調査 ～ 景気の現状判断DI（季節調整値）

  項   目 （前月差）

 景気の現状判断DI ↗ 54.1 ↘ 53.9 ↓ 14.2 ↘ 7.9 ↘ 47.6 ↗ 48.9 ↘ 42.2 ↘ 40.8 ↗ 43.6 ↗ 44.0 0.4

家計動向調査 ↗ 52.7 ↘ 52.3 ↓ 12.6 ↘ 7.5 ↘ 47.1 ↗ 48.8 ↘ 41.7 ↘ 40.5 ↗ 43.8 ↘ 43.5 -0.3 

小売関連 ↗ 52.6 ↘ 52.5 ↓ 16.0 ↘ 10.5 ↗ 47.4 ↗ 48.0 ↘ 41.1 ↘ 40.9 ↗ 44.4 ↘ 42.8 -1.6 

飲食関連 ↗ 51.3 ↘ 51.1 ↓ 0.7 ↘ -3.1 ↗ 45.8 ↗ 48.7 ↘ 38.4 ↘ 34.9 ↗ 44.5 ↘ 41.8 -2.7 

サービス関連 ↗ 53.5 ↘ 52.2 ↓ 7.4 ↘ 3.5 ↘ 47.9 ↗ 50.9 ↘ 44.4 ↘ 42.8 ↗ 44.3 ↗ 46.4 2.1

住宅関連 ↘ 51.4 ↗ 52.8 ↓ 19.0 ↘ 9.4 ↘ 42.6 ↗ 46.7 ↘ 38.5 ↘ 31.5 ↗ 34.8 ↗ 38.4 3.6

企業動向調査 ↘ 55.3 ↗ 55.7 ↓ 19.2 ↘ 9.9 ↗ 49.5 ↗ 49.9 ↘ 43.1 ↘ 41.5 ↗ 43.7 ↗ 45.6 1.9

製造業 ↘ 54.8 ↗ 56.9 ↘ 21.7 ↘ 12.1 ↗ 48.9 ↗ 50.3 ↘ 44.5 ↘ 42.9 ↗ 46.0 ↗ 46.4 0.4

非製造業 ↘ 55.8 ↘ 54.5 ↓ 17.5 ↘ 8.3 ↗ 50.4 ↘ 49.5 ↘ 42.1 ↘ 40.3 ↗ 42.0 ↗ 44.8 2.8

雇用関連 ↗ 61.3 ↘ 60.7 ↓ 13.6 ↘ 6.3 ↘ 47.2 ↗ 47.6 ↘ 43.1 ↘ 41.4 ↗ 41.5 ↗ 43.9 2.4

 景気判断理由の概要（コメント） 印の見方：◎良、〇やや良、□不変、▲やや悪、×悪

【一般小売業「鮮魚」】□８月のお盆や帰省時期には一時的に販売量が回復するとみているが、物価高が続いているため、９月には再び厳しい足踏み状態に戻ると考えている（家計動向）

【スーパーマーケット】▲数年間にわたるメーカーの価格改定や仕入原価の上昇により、店頭価格上昇が続いている。その結果、客の買い控えや来店回数の減少が続いている（家計動向）

【コンビニ】▲来客数減少を客単価でカバーをする状況が続いていたが、ここにきて、来客数減少幅が拡大傾向にあり、売上高全体が減少に転じ始めている（家計動向）

【窯業・土石製品製造業】□年度当初は中東情勢の影響により、受注量の落ち込みを予想していたが、今のところ大きな影響はなく、今後も現状維持が続くとみている（企業動向）

【都市型ホテル】〇コンサートや大規模なイベントがこの先も予定されていることから、予約状況は変わらず好調に推移している。この先も良い方向に進むのではないか（企業動向）

【人材派遣会社】〇中東情勢を受けて製造業、飲食業、卸売業、石油関連商品企業などでは採用を一旦ストップしていたところが多かったが、採用を再開する企業が増えている（雇用関連）

【職業安定所】□製造業は復調の兆しがある一方、人手不足が依然として制約となっている。さらに、中東情勢の不透明感が先行きを不安定にしているとみている（雇用関連）

（出所）内閣府データ等により作成。直近データは2026年7月8日に発表。コメントは、2026年7月以降の先行きに対する内容を重点的に紹介している。

（注記）↑印は前月比10ポイント以上の上昇、↗印は同10ポイント未満の上昇、↓印は同10ポイント以上の低下、↘印は同10ポイント未満の低下を示す。

26年6月

直近６カ月の動き（月次動向）

26年4月26年3月26年2月26年1月 26年5月

コロナ禍前のピーク コロナ禍のボトム

17年11月 17年12月 20年3月 20年4月

52.9



1）6月の景気ウォッチャー判断DIは、底入れ機運を示しているものの、依然として50ポイント割れの低水準

   2）家計動向DIでは、物価高及び天候不順の影響を受けて小売関連及び飲食関連が2カ月ぶりに低下に転じた

3）一方、企業動向DI及び雇用動向は前月比上昇したものの、依然として低水準であり、楽観視出来ない状況
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　（出所）内閣府、総務省データより作成。月次ベース。2026年7月21日までに発表のもの。
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（図表13）有効求人倍率と家計消費支出
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（図表12）景気ウォッチャー判断DIの推移
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Ⅱ-2. Coffee Time            
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【百貨店の商品別売上高動向～日本百貨店協会資料より】

最近の百貨店統計をみると、三越日本橋店、三越銀座店、日本橋高島屋、新宿伊勢丹、大丸心斎橋店といった都心基

幹店の売上高が大きく伸びていることが特徴となっています。こうした都心基幹店ではインバウント需要もさることな

がら、国内顧客による売上が牽引しているようです。2022年から2024年に掛けての売り上げ回復局面はインバウンド

需要に牽引された要因が大きく、お店によっては免税売上高が50％を上回ったケースも見られました。ところが、

2026年の売り上げ回復局面では、免税売上高の割合は3割程度であり、国内顧客による売上げ拡大が寄与しているので

す。この背景として、「デフレ消費に対する買い疲れ」、「高付加価値消費に対するマインドセット」、「ラグジュア

リーブラントへの憧れ」といった動きが醸成されていることを示しているのでしないでしょうか。また、不動産価格や

株価上昇に伴う一定の資産効果が寄与していることは間違いないと思われます。

それでは、百貨店のなかではどのような商品が売上を伸ばしているのでしょうか。第一に、「身のまわり品」が挙げ

られます。身のまわり品とは、靴、バッグ、アクセサリー、財布・革小物、傘、旅行商品等となっています。第二は、

「雑貨」が挙げられます。雑貨とは、化粧品、美術・宝飾・貴金属、時計、眼鏡、スポーツ用品、文房具、書籍、玩具、

美容・理容器具などであり、なかでも、化粧品、美術・宝飾・貴金属、高級時計などは百貨店ならではの取り扱い品目

であり、人気アイテムとなっています。特に、美術・宝飾・貴金属については、高額商品であることに加えて正式な鑑

定書等が求められるケースがあるため、百貨店の信用力が大きな武器となっていると思われます。

また、百貨店業界特有の用語として「お帳場（おちょうば）」という言葉があります。元々、わが国の百貨店は創業

が呉服屋であったケースが多くありますが、上客と呼ばれるなじみの客に行なわれる特別支払い措置を利用して、買い

物した内容をするというのが「お帳場」の始まりと言われています。これは、上客が買い物をする際には、その場で支

払うことをせず、一定期間の買い物の代金を一括で後払いするというものです。販売形態は、上客が店に寄ることもあ

れば、販売員が上客の自宅まで訪問し、販売することもあります。「お帳場」がどのくらいの割合を占めているかにつ

いては開示されていませんが、東京など都心部の百貨店では総売上高の15～20％を占めていると推察されています。

百貨店の売上高が大きく伸びている要因として、「お帳場」の存在は無視できないものと言えるでしょう。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表14）東京地区百貨店売上高の推移

 都県名 2018年 2020年 2024年 2025年 前年比 2018年比 25年5月 26年4月 26年5月 前年比

 1．東京地区百貨店の品目別売上高動向（単位：億円、％。除く消費税） ※ブルー枠はポジティブな数値

紳士服・洋品 1,309 837 1,247 1,207 -3.2 -7.8 98 100 104 5.8

婦人服・洋品 2,787 1,630 2,796 2,768 -1.0 -0.7 211 235 234 11.3

 衣料品 4,704 2,877 4,503 4,411 -2.0 -6.2 344 377 377 9.4

 身のまわり品 2,338 1,555 3,244 2,947 -9.1 26.1 234 253 273 16.7

化粧品 1,710 996 1,606 1,609 0.2 -5.9 124 126 136 8.9

美術・宝飾・貴金属 1,092 898 2,022 2,071 2.4 89.7 178 192 219 22.9

 雑　貨 3,516 2,337 4,170 4,177 0.2 18.8 341 362 398 16.7

 家庭用品 694 580 673 673 -0.1 -3.1 55 54 57 3.3

生鮮食品 579 500 466 443 -5.0 -23.4 31 29 31 1.7

菓子 1,137 852 1,235 1,232 -0.2 8.4 79 79 83 5.5

惣菜 849 697 854 851 -0.3 0.2 62 59 64 3.4

 食料品 3,897 3,236 3,813 3,753 -1.6 -3.7 254 248 262 3.4

 東京地区売上高総額 16,191 11,307 17,311 16,806 -2.9 3.8 1,285 1,361 1,426 10.9

 2．主要都市における地域別売上高動向（単位：億円、％。除く消費税）

 都市部10地区売上高計 41,519 29,482 44,923 44,348 -1.3 6.8 3,388 3,499 3,686 8.8

　  東京地区売上高合計 16,191 11,307 17,311 16,807 -2.9 3.8 1,285 1,361 1,426 10.9

　  横浜地区売上高合計 3,578 2,725 3,471 3,488 0.5 -2.5 267 271 290 8.6

　  名古屋地区売上高合計 3,764 2,733 4,128 4,215 2.1 12.0 324 302 318 -1.9 

　  大阪地区売上高合計 8,415 5,805 10,005 10,032 0.3 19.2 774 896 836 8.0

　  福岡地区売上高合計 2,121 1,534 2,577 2,449 -5.0 15.4 188 1,975 211 12.5

 全国売上高総額 58,870 42,204 57,722 56,755 -1.7 -3.6 4,357 4,422 4,684 7.5

（出所）全国百貨店協会「東京地区百貨店概要」データを基に作成。2026年7月21日までに発表のもの。



Ⅱ-3.暮らしの流れ ～ 知って得する冠の日 ～     
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 8月  2日（日）：カレーうどんの日 ⇒「カレーうどん100年革新プロジェクト」が2010年（平成22年）に制定。「カ

レーうどん」は「カレー南蛮うどん」とも呼ばれており、「南蛮」は「長ネギ」を指す言葉です。これはポルトガル

人やスペイン人の南蛮人が好んだ、あるいは産地であった大阪の難波（なんば）から転じたとされています。 

 8月  5日（水）：日本最高気温の日 ⇒ 2025年（令和7年）8月5日に群馬県伊勢崎市で41.8℃を観測しました。2026年6

            月時点で、この8月5日の日付が「日本最高気温の日」となっています。わが国では、1日の最高気温が30℃以上の

日を「真夏日」、35℃以上の日を「猛暑日」、40℃以上の日を「酷暑日」と呼んでいます。

 8月15日（土）：月遅れ盆 ⇒本来は旧暦7月15日ですが、明治の改暦後は、多くの地域で月遅れの8月15日に行われます。

お盆とは、夏に行われる日本の祖先の霊を祀る一連の行事で、日本古来の祖霊信仰と仏教が融合したものです。

 8月20日（木）：NHK創立記念日 ⇒ 1926年（大正15年）のこの日、社団法人日本放送協会（NHK）が設立されました。

放送番組の編集にあたっては、公安および善良な風俗を害しないこと、政治的に公平であること、報道は事実を曲げ

ないですること、意見が対立している問題はできるだけ多くの角度から論点を明らかにすることが求められています。

 8月23日（日）：湖池屋ポテトチップの日 ⇒1962年（昭和37年）のこの日、日本産じゃがいもを100％使用し、日本で

初めて量産化に成功し、日本人の味覚にマッチしたオリジナルのポテトチップスが発売されました。

 8月26日（水）：世界犬の日 ⇒動物愛護家のコリーン・ペイジ（Colleen Paige）が2004年に制定。警察犬や救助犬、補

助犬などとして私たちの安全を守るために毎日働いてくれている犬たち、そして愛犬に感謝する日です。

 お盆休み：2026年のお盆休みは8月13日（木）～16日（日）の4連休ですが、会社によっては10日と12日に有給休暇を

取得すれば9連休となります。下りのピークは12～13日、上りのピークは15～16日と予想されています。

 旬の食材：8月は、夏野菜、果物、魚介類が最も旬を迎える時期で、栄養価が高く、夏バテ対策にも最適です。野菜では

ナス、ゴーヤ、オクラ、枝豆、新カボチャ、魚介類ではハモ、鮎、新イカ、アジ、天然岩ガキ等が定番です。



Ⅲ.ここがポイント（3）       
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資本市場と実体経済 ⇒ 株価は日米ともに波乱含みの展開？

A) 住宅着工戸数全体では2カ月連続でプラスとなり、5月の着工戸数は持ち

家、貸家着工ともに全国的に持ち直している（図表15コメント）

B) 小売売上高はマインド好転で5カ月連続でプラス（図表16コメント）

C) 家計収入は3カ月連続プラスとなったが伸び率低下（図表17コメント）

D) 株価は日米ともに最高値圏で推移していたが、インフレリスクの高まり

及び日米金利上昇観測により波乱含みの展開に注視（図表20コメント）

公益社団法人 全日本不動産協会



Ⅲ-1.ニッチな視点：地域別にみた経済動向、株式市場の動き
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 昨年10月に高市政権が発足して以降、為替市場で円安が加速しています。これまで、1ドル＝161円台が防衛ライ

ンと見られていましたが、6月末、あっさり162円を突破しました。それは、1986年12月以来の約40年ぶりの水

準となります。その背景には、何といっても、わが国の経済の地盤沈下がありますが、もう一つの理由としては、

企業も個人も海外への投資を活発化していることが挙げられます。個人投資家は、成長性の高い米国株に投資する

ケースが多く、資金流出を助長していることが円安の源流にあるとの見方もあります。

 円安が進むと、海外の人が日本の製品やサービスを購入する際、自国の通貨での支払額が少なく済むため買いやす

くなります。そのため、海外の人や企業を相手に事業展開している観光業・小売業界では、割安感からの需要拡大

による恩恵を享受することになります。一方、円安になると、同じドル価格の商品を購入する際に、より多くの円

が必要になります。日本は多くの食料品や原材料、エネルギーを海外から輸入しているため、円安になると輸入コ

ストが増加し、物価上昇につながってしまうというデメリットには注意しなければなりません。

 建設・住宅関連統計（建築着工床面積は4カ月ぶりにプラス、住宅着工は2カ月連続で2桁増）（図表15）

➢ 建設着工床面積は4カ月ぶりにプラスとなり、千葉県、埼玉県など首都圏近郊で大幅な増加を記録した！

➢ 住宅着工戸数は、全国的な需要回復により2カ月連続で増加したが、依然として着工水準は低水準が継続

➢ イランショックによる建設資材価格、住宅設備機器などへの供給不安については解消されたわけではない

 日本及び米国の株式市場動向（日米ともに高値圏で推移しているものの不安定な展開を警戒か）（図表18～21）

➢ 日経平均は4月以降はAI関連株を牽引役に高値を更新していたが、7月に入ると高値警戒感台頭で下落

➢ 米国株は、AI関連株の業績好調を背景とインフレリスク低減期待により史上最高値更新の展開となった！

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅲ-2.地域別経済統計①：建築着工床面積、新設住宅着工戸数

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表15）主な地域別経済統計の推移 ～ ①生産活動 ～

 都県名 2023年度 2024年度 2025年度 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年3月 26年4月 26年5月

 １．建築着工床面積（前年比、％）

　  宮城県 -8.3 7.6 -23.7 16.2 -40.1 -40.2 44.6 -24.5 -40.5 -42.6 147.3 -42.1 

 茨城県 -11.2 -12.5 2.7 5.4 50.1 -11.7 -51.7 0.9 33.1 13.9 -33.7 -31.8 

 埼玉県 -13.0 2.9 -1.0 0.2 -17.0 -28.8 39.8 -8.8 -38.1 -22.2 39.4 82.5

 千葉県 -8.0 0.5 -23.1 -34.8 -23.9 42.1 -10.9 -32.8 11.2 18.1 18.3 113.3

 東京都 -0.0 -6.9 -18.7 1.5 70.4 -11.4 -47.7 -6.0 4.7 -41.4 6.1 34.9

 神奈川県 -8.9 -2.9 -3.7 -42.6 1.2 14.8 -5.8 -6.0 -23.6 59.0 -7.4 -32.4 

 全国 -8.8 -3.6 -11.2 -16.9 -2.9 -4.0 -7.8 -16.0 -2.6 -23.7 -5.1 4.0

 ２．新設住宅着工戸数（前年比、％）⇨新設住宅着工とは、建築主から都道府県知事に提出された建築工事の届出を基に作成したもの。

　  宮城県 -10.8 12.1 -31.4 37.8 -13.5 -16.1 54.8 -28.0 -52.3 -37.5 121.0 11.9

 茨城県 -11.0 -4.6 -5.6 -20.6 -8.5 -6.3 -33.7 -18.6 43.8 -27.3 -34.7 20.6

 埼玉県 3.0 -3.8 -3.9 11.3 -1.1 -12.0 2.4 -6.2 0.7 -13.2 26.1 61.9

 千葉県 -8.7 1.6 -9.2 -16.0 0.3 12.2 -28.0 -24.1 19.5 3.9 22.4 49.0

 東京都 -7.8 3.4 -13.7 -5.2 -0.2 -8.0 -12.4 -2.9 10.3 -39.6 26.7 16.0

 神奈川県 -3.7 2.6 -7.5 -13.4 16.3 21.5 -11.7 -19.3 -15.9 25.5 -11.4 48.4

 全国 -7.1 2.0 -12.9 -4.8 -4.0 -6.7 -2.5 -15.6 -1.3 -29.3 11.4 33.9

（出所）国土交通省データ等により作成。2026年7月21日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）5月の建築着工床面積は4カ月ぶりに増加。データセンター、物流関連など物件大型化により埼玉県、千葉県など首都圏で大幅増加。

（2）5月の新設住宅着工は2カ月連続で2桁増加。持ち家31.8％増、貸家33.3％増、給与21.2％減、分譲39.2％増と持ち家と貸家が牽引。

（3）地域別では、首都圏35.4％増、中部圏22.3％増、近畿圏27.1％増、地方圏40.2％増となっており、地方圏の持ち家と貸家が牽引。
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Ⅲ-3.地域別経済統計②：小売売上高、家計消費支出

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表16）地域別経済統計の推移 ～ ②消費活動 ～

 都県名 2023年度 2024年度 2025年度 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年3月 26年4月 26年5月

 １．小売売上高（百貨店・スーパー、既存店ベースの前年比、％）

　  宮城県 3.2 0.7 0.7 2.1 1.4 2.4 1.2 0.2 -2.9 -1.2 -0.5 2.1

 茨城県 1.5 0.8 0.8 1.5 0.0 2.2 2.0 1.3 -3.1 -1.6 -0.1 1.8

 埼玉県 4.2 2.2 2.2 3.9 2.9 4.6 3.0 2.2 0.3 -0.8 0.2 3.4

 千葉県 4.0 1.9 1.9 4.5 2.1 3.9 2.6 3.4 1.6 0.3 0.8 3.6

 東京都 7.7 3.8 3.8 7.9 5.4 10.0 2.9 -4.2 0.3 2.9 4.5 7.4

 神奈川県 2.6 2.0 2.0 2.1 1.1 3.9 2.7 2.5 2.5 2.4 1.5 4.5

 全国 4.5 2.6 2.6 4.1 2.5 6.6 2.9 -0.1 -0.1 1.1 2.0 5.0

 ２．家計消費支出・市区単位・二人以上世帯（前年比、％）

　  仙台市 6.2 3.2 -5.5 -4.8 23.6 5.5 -13.9 14.4 -2.5 -3.9 7.5 8.7

 水戸市 3.3 2.6 2.4 15.2 -16.1 -4.7 18.1 17.4 8.5 -17.7 -10.8 -14.0 

 さいたま市 5.9 4.0 0.0 -19.9 6.9 4.8 12.9 2.7 -9.9 6.7 -10.9 4.6

 千葉市 0.8 9.8 1.6 -21.1 -4.1 15.6 34.1 2.4 -21.0 -21.4 17.7 0.5

 東京都区部 6.1 2.8 1.9 10.8 3.6 0.4 -2.0 13.3 -2.0 3.9 13.0 8.4

 横浜市 1.7 7.8 0.5 -9.1 -7.9 5.9 8.8 -2.8 5.9 -5.6 4.7 -15.9 

 全国 1.1 2.1 4.6 -0.5 0.4 1.9 7.0 5.2 -0.3 -1.3 1.0 1.3

（出所）経済産業省、総務省データ等により作成。家計消費支出は暦年ベース。2026年7月21日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）5月の小売売上高は全国ベースで5カ月連続プラスとなり全国的に伸び率が高まる。前年比マイナスとなった都道府県は皆無だった。

（2）5月の消費支出は全国ベースで2カ月振りに増加。水戸市、横浜市が2ケタ減となったのは、自動車関係費、教養娯楽費減少の影響。
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Ⅲ-4.地域別経済統計③：有効求人倍率、家計実収入

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表17）主な地域別経済統計の推移 ～ ③雇用所得環境 ～

 都県名 2023年度 2024年度 2025年度 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年3月 26年4月 26年5月

 １．有効求人倍率・受理地別・季調値（水準、％）

　  宮城県 1.34 1.23 1.15 1.37 1.30 1.22 1.22 1.19 1.15 1.10 1.11 1.09

 茨城県 1.37 1.32 1.15 1.40 1.34 1.34 1.31 1.18 1.13 1.12 1.14 1.13

 埼玉県 1.05 1.04 0.99 1.08 1.02 1.00 1.07 1.02 0.95 0.98 0.96 0.95

 千葉県 0.99 0.99 0.99 1.01 0.98 0.98 1.02 0.98 0.98 0.99 0.99 0.97

 東京都 1.78 1.76 1.72 1.78 1.77 1.82 1.76 1.70 1.74 1.74 1.74 1.70

 神奈川県 0.91 0.91 0.84 0.91 0.88 0.93 0.91 0.85 0.84 0.83 0.83 0.83

 全国 1.29 1.25 1.20 1.30 1.27 1.23 1.25 1.22 1.20 1.18 1.18 1.17

 ２．家計実収入（勤め先収入）・市区単位・二人以上世帯の世帯合算値、但し暦年ベース（前年比、％）

　  仙台市 9.9 6.9 -9.4 -13.9 25.3 22.7 1.0 -16.0 -20.6 -10.0 9.9 10.0

 水戸市 11.6 8.3 -2.4 51.5 10.4 -2.9 4.0 -21.3 8.0 6.2 9.2 14.4

 さいたま市 -9.2 2.3 6.7 -8.4 6.0 1.6 19.1 -23.1 8.7 11.9 8.5 2.8

 千葉市 -0.4 8.8 -1.6 -32.6 -9.3 41.3 15.7 -12.4 -3.7 -19.0 -7.5 -2.1 

 東京都区部 4.7 8.7 -0.5 -24.8 0.6 53.5 -6.5 2.7 13.1 3.7 0.6 -6.7 

 横浜市 1.8 -0.9 4.5 30.0 -10.1 -9.3 19.9 -3.5 10.3 10.7 -12.5 -0.9 

 全国 -1.6 4.7 2.2 -2.9 -4.3 7.5 11.4 1.9 -3.3 5.1 3.6 2.1

（出所）厚生労働省、総務省データ等により作成。家計実収入は暦年ベース。2026年7月21日までに発表のもの。イエロー枠は直近3カ月でネガティブな数値。

（注記1）有効求人倍率は厚生労働省が全国のハローワークの求職者数、求人数を基に算出している。最近では民間ベースの職業斡旋サービスのシェアが上がっていることに留意。

（注記2）家計実収入は勤労者世帯の勤労収入がベースであり、財産収入、預貯金引出、クレジット購入借入金は含まれていない。

（1）有効求人倍率の全国平均は1.17倍割と低迷。倍率が高いのは、東京都1.70倍、福井県1.60倍、富山県1.46倍、岐阜県1.46倍。

（2）家計収入は全国ベースで3カ月連続プラス。千葉市も、東京都区部がマイナスとなったのは配偶者収入等の減少によるもの。

1.24
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1）建設株は、イラン紛争の混乱で高値から3割程度下落したが、インフレリスクを懸念し調整局面が継続

   2）不動産株は、国内金利の上昇に伴う不動産投資マインド低下によって調整局面が長期化する様相も懸念？ 
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Ⅲ-5.株価指数の推移①：建設株指数、不動産株指数

公益社団法人 全日本不動産協会

    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2026年7月は21日終値。
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1）日経平均は、4月以降はAI関連株を牽引役に高値を更新していたが、7月に入ると高値警戒感の台頭で下落

2）米国株は、AI関連株の業績好調を背景とインフレリスク低減期待により史上最高値更新の展開となった！
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Ⅲ-6.株価指数の推移②：日経平均株価、ニューヨークダウ
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    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2026年7月は21日終値。
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Ⅲ-7.専門用語の解説コーナー      
 労働集約的企業（人間の労働力を中心に事業を運営し、人件費の比重が高い企業のこと）・3ページ参照

労働集約型企業は、事業活動の大部分を人の手や労働力に依存しており、機械や設備よりも人間の作業が中心とな
る企業を指しています。労働集約型企業は、特にサービス業や手作業が多い産業に多く見られます。具体的には、①
飲食業、宿泊業、接客業、②介護・福祉・医療サービス、③建設現場や農業（手作業中心のもの）、④清掃、運輸の
仕分け作業、⑤職人による製造業（機械化が難しい分野）、などが該当します。顧客ニーズに応じた柔軟な対応が可
能で、個人起業や副業に適しているというメリットがありますが、人手不足や労働力の質に業績が左右されやすく、
大規模化による効率向上が限定的というデメリットには注意が必要です。

 有効求人倍率（求職者1人に対してどれだけの求人があるかを示す指標）・15ページ図表6参照

有効求人倍率は、ハローワークに登録された有効求人数を有効求職者数で割った値で算出されます。有効求人数と
は、求人が申し込まれた月を含めて3カ月間有効とされる求人件数のことです。有効求職者数は、同期間内に仕事を探
している求職者の数を指します。計算式は「有効求人倍率=有効求人数÷有効求職者数」となります。例えば、有効求
人数が100件で有効求職者が50人の場合、有効求人倍率は2となります。一般的に倍率が高いと失業率は低下し、倍
率が低いと失業率は上昇する傾向があります。

 消費税減税（家計の負担軽減や消費刺激に効果がある一方、財政や企業の事務負担には課題）・20ページ参照

消費税減税は、主に食料品（外食・酒類を除く）を対象に、2年間限定で税率を引き下げる措置です。税率1%案の
場合、4人家族で年間約5万9,000円の節約が見込まれています。企業側では、消費税減税に伴いレジや会計ソフトの
設定変更、価格表示の改訂、請求書・帳簿の管理などの対応が必要です。消費税減税は消費を刺激し、実質GDPを1年
間で0.19～0.22％押し上げる効果が見込まれますが、効果は短期的です。財政面では、税率1%案で年間約4.4兆円、
の税収減が予想され、財源確保が課題となります。減税終了後は給付付き税額控除の導入に接続する予定で、恒久的
な制度ではありません。短期的な税率変更による、追加コストの発生及び現場での混乱が懸念されています。
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分析
最近、「線状降水帯」という言葉が聞かれるようにな
りました。昔は梅雨や真夏に降る雨は「夕立（ゆうだ
ち）」と呼ばれていて、夕立の後は涼しくなると言わ
れていたのですが、今や「夕立」といった言葉はほと
んど聞かれなくなりました。線状降水帯とは、長さ50
～300km、幅20～50km程度の線状の降水域を形成し、同
じ地域に長時間強い雨をもたらします。異常気象の産
物と言えるのかもしれません。いずれにせよ、天気予
報はマメにチェックしなければならないと思います。
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